8-1-2　ＱＢＳ検討ＷＧ

1．
活動の概要

本WGは平成17度末に「設計等コンサルティング業務における契約者の選定(特定)とその適用業務、及び特に価格を併せ考える総合評価の方法」(ガイドライン)案を作成し、上位機関に報告した。18年度は受けた指摘に基づき修正の上、再度報告するとともに、国土交通省の関連委員会の審議など、周囲の動向も踏まえて、その洗練化を図った。併せて、昨年度に引続き「技術力に基づく選定」に関して、日本建築家協会（JIA）との連携協議を進めた。
2．
主な活動の記録
（1）ＷＧ等の開催

①単独開催
8回（３月末迄）

②JIA との協議
3回（３月末迄）

③欧米コンサルタント選定事情勉強会 １回

（2）価格も併せ考えた選定方式に関する検討

当ＷＧは、協会としての原則的立場である

技術力のみによる選定（QBS）方式と、現実に極めて多く有る価格のみによる選定（CBS）方式の、両者の中間方式、すなわち技術力に併せて価格も考慮する方法（QCBS方式）について、その基本的考えを平成16年度取り纏めた「設計等コンサルティング業務調達のあり方（案）」に示し、17年度には、その具体、即ち

a.
具体に、価格と技術力を総合的にどのように評価するか

b.
その方式を適用する業務は如何なるものか

の2点について検討を加え、「ガイドライン」(案)の形で取り纏め、上位機関に報告した。

平成18年度初頭において、その指摘も受けて修正の上、再度報告している。

一方、国土交通省の関係では、平成17年度末に鵜住居高架橋で初めて試行された総合評価方式について、発注者責任懇談会の下部組織として位置付けされた｢設計コンサルタント業務等成果向上に関する懇談会｣で相当の審議が進められ、技術点と価格点の割合など具体の提案が行われるに到った。当ＷＧではこれらの審議の進展も見ながら、ガイドラインとして取り纏めたものについて以下の諸点の改善方を図った。

· 価格評価及び技術評価の変更

· 両評価の割合の見直し

· 適用業務の整理見直し

(3)  JIAとの連携協議

平成18年6月に、品確法の成立を受けて両協会で発信したアピールパンフレット「真の品質確保に向けて」の作成の後、中断していた標記協議をJIAからの働きかけに応じて再開させた｡即ち、同協会では、品確法の成立以降も改善が捗々しく進んでいない設計者の選定方法の抜本的な改善を目指して、仮称｢設計者選定法｣の立法化を目指すこととなり、それに向けての協働が申し入れられた。当協会としては、牢固な会計法の枠や近時の品確法の成立という状況、更には最近のコンサルタント業務調達方法のしかるべき改善の進展から見て、新たな立法化については必ずしも必至とは考えないにしても、その目指す方向については基本的に同じことから、具体協議を進めることとし、前向きに検討を行った。

3．
次年度の活動について

先述の如く、国において大きく前進を見た総

合評価方式については、平成19年度においては少なくとも14件の試行が予定されている。現状における方式はコンサルタントの側から見て、必ずしも十全な方法とはいえず、その適用対象の問題もある。揺籃期とも言える同方式について、国土交通省における具体の推移を注意深く見守り、その改善に向けての活動を行う。又、地方自治体においては、その動向は不詳であり、十分な形でこの方式が適用されるような検討を行う。

昨年度の国におけるコンサルタント業務調達に係わる動きは、上記の総合評価方式のみならず、公募形式の更なる多用(或いは原則的適用)や、低入札価格調査制度の導入など、大きな動きがある。これらについても関連したものとして、協会内の関係組織と連携を図ることも含めて、全体としての改善方を目指して活動する。

又、対外的には、JIAとの｢設計者選定法｣の立

法化に向けての連携協議について継続していく。

（QBS検討WG委員長　駒田　智久）













